
加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 インターンシップ支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

新型コロナウイルスの感染拡大が長引く現在の状況においては、オンラインを
活用したインターンシップの支援が望ましいが、企業側は学生の反応がわかり
にくいという課題がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

大学生等、インターンシップ生を受け入れることができる事業所等を市内に有
する企業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

大学生等とインターンシップ生を受け入れ予定の企業とのマッチングを支援す
るため、合同企業説明会を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地元企業を知る機会を就職活動前の早い時期に提供するとともに、就業のミス
マッチによる早期離職を抑止する。

2,0292,3752,035

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,029

財　

源　

内　

訳

□拡充

学生と企業とのマッチングの機会を提供することができた。新型コロナウイル
スの感染拡大の影響により、地方移住への関心が高まりつつある。学生が地元
への就職を支援するため事業を継続していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,029

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業

575



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 インターンシップ支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

オンラインによる説明会は学生には好評であった。昨年度に比べインターンシップ参加申込
者は増加しているが、令和元年（コロナ禍以前）に比べると減少している。

合同企業説明会参加者
数

人 147131242

合同企業説明会参加企
業数

社 232320

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度はオンラインで説明会を開催し、昨年度より１６人多
い１４７人の学生と２３社のマッチングを行うことができた。

インターンシップ参加
申込者数

目 標 値

850

目標年度

令和8年
度

1,1867561,293

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

576



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 シルバー人材センター助成事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間 昭和62年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者等の雇用の安定等に関する法律、加古川市補助金等交付規則、加古川市
シルバー人材センター補助金交付要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口が増加する中、高齢者の生活の安定を図ると同時に、生きがいづく
りや社会参加を促進していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

（公財）加古川市シルバー人材センター

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市シルバー人材センターが実施する事業に係る経費の一部を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高年齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係
る就業の機会を確保し、及びこれらの者に対して組織的に提供する等、高年齢
者の就業を援助する。

17,13017,13030,660

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 17,130

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢者への就業機会の提供を通じた生きがいづくりに寄与しており、継続して
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 17,130

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

シルバー人材センター助成事業

577



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 シルバー人材センター助成事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

件

千円

対 象 指 標 名

６０歳以上の人口（４
月住民基本台帳）

88,49188,12287,774

成 果 指 標
分 析 結 果

６０歳以上の人口が増加する一方、シルバー人材センターの就業実人数は横ばい（３人減）
となった。女性の入会促進をはじめとして、引き続きシルバー人材センター事業の普及・啓
発に努めていく必要がある。令和３年度は前年度に引き続き新型コロナウイルスの感染防止
対策を講じながらの事業展開となり、契約件数及び契約金額がいずれも減少した。

シルバー人材センター
会員数

人 1,3981,4001,396

活 動 指 標
分 析 結 果

会員数は前年度と比較して横ばい（２人減）で推移している。

シルバー人材センター
就業実人員

目 標 値

1,170

目標年度

令和4年
度

1,1341,1371,162

シルバー人材センター
契約件数

5,550令和4年
度

5,2145,2485,741

シルバー人材センター
契約金額

636,000令和4年
度

600,756618,983676,590

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

578



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 雇用促進・就職支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、ＪＯＢフェア実施事業費補助金交付要綱

現 状 と 課 題

令和３年度は令和２年度に比べ求人数は増加傾向にあるが、新型コロナウイル
スの影響は続いている。建設業、医療・福祉などの業種では人材不足が続いて
おり、雇用のミスマッチが生じている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

新規高卒予定者、大学等卒業予定者（概ね３年以内の既卒者を含む）及び概ね
４５歳未満の求職者。加古川・明石・西脇公共職業安定所管内の事業所。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

求職者の就労機会及び当地域の企業の雇用機会の拡大と推進に寄与するため、
加古川公共職業安定所管内雇用対策協議会が実施するジョブフェア（合同企業
面接会）の開催等に要する経費を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

求職者の早期就職を支援する。

500500500

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 500

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの事業手段を維持することが適当で
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 500

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 雇用促進・就職支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

市民（２０～４４才）
４月

70,54872,05175,601

成 果 指 標
分 析 結 果

ジョブフェアのＰＲにより参加者数を増やし、内定者数の増加に努める。

合同就職面接会参加者
数

人 65120164

合同企業面接会参加企
業数

社 5449111

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は参加企業数は増加したが、参加者数は減少傾向が続
いている。

内定者数

目 標 値

50

目標年度

令和8年
度

202238

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 移住・就業支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
兵庫県移住支援事業・マッチング支援事業及び起業支援事業実施要領、加古川
市補助金等交付規則、ひょうごで働こう！UJIターン広報・就職促進事業にお

現 状 と 課 題

制度開始以降、移住支援金の申請はない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

５年以上、東京２３区に在住居住又は通勤していた者で、市内に移住し、県が
マッチングする企業に就職又は県が実施する起業支援事業に係る起業支援金の
交付決定を受けた者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

対象者要件に該当する者に対し、単身で移住する場合は５０万円又は６０万
円、世帯で移住する場合は１００万円の移住支援金を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市内への移住・定住の促進及び中小企業等における人手不足の解消を図る。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業の対象に比べて補助可能な世帯数が少ないうえ、補助の要件も多く平成
３１年度の事業開始以降、申請者がいない。国・県が内容を決定する事業なの
で制度は拡充しているため、これらをＰＲし、移住支援を拡充する必要があ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 移住・就業支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

人

対 象 指 標 名

前年中の東京都への転
出者（加古川市統計
書）

374375363

前年中の東京都からの
転入者（加古川市統計
書）

人 185174188

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年１月１日から令和３年１２月３１日までの東京都への転出超過は２０７人であっ
た。

移住支援金交付件数 件 000

移住支援金補助金額 千円 000

活 動 指 標
分 析 結 果

移住支援金の交付件数は０件であった。

東京都への転出者（加
古川市統計書）

目 標 値

350

目標年度

令和8年
度

394374375

東京都からの転入者
（加古川市統計書）

200令和8年
度

187185174

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 奨学金返還支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間 平成30年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市若者勤労者奨学金返還支援事業補助金交
付要綱

現 状 と 課 題

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、これまでの売り手市場の様相が
薄れつつある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

日本学生支援機構の奨学金貸与を受け、奨学金の返還義務が生じている若者勤
労者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内に居住し、かつ、中小企業等へ就職した者に対し、返還した奨学金の一部
を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中小企業と大企業の賃金格差の是正と、若者勤労者の市内定着及び転入促進を
図る。

31,80322,2909,958

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 31,803

財　

源　

内　

訳

■拡充

制度の周知がすすみ、前年度と比較して補助金の交付件数が大きく増加した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 31,803

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

雇用促進・就職支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 奨学金返還支援事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

件

％

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

アンケートによると、「今後の加古川市への定住を考える上で、本制度はどの程度影響する
か」との設問に対し、回答者数２７０人のうち、１７１人が「大いに影響する」、７９人が
「少し影響する」と回答しており、本制度には市内定着に一定の効果があるものと考える。

補助金申請件数 件 291216140

活 動 指 標
分 析 結 果

制度を広く周知し、申請件数が大きく増加した。

補助金交付件数

目 標 値

370

目標年度

令和8年
度

270191134

今後の加古川市への定
住を考える上で、本制
度の影響度

100令和8年
度

92.692.194.9

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労会館管理運営事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間 平成13年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立勤労会館条例、加古川市立勤労会館条例施行規則

現 状 と 課 題

昭和４７年４月の開館から４０年以上が経過しており施設が老朽化している。
またエレベーターが設置されていないなど、バリアフリーに対応していない。
新型コロナウイルスの感染防止に留意しながら施設の運営を行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

勤労会館の利用者、勤労会館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

勤労者の教養文化の向上と福祉の増進に寄与するために設置されている勤労会
館の運営管理を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

勤労者の教養文化の向上と福祉の増進を図る。

18,65820,08117,295

国 庫 支 出 金 300

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 17,830

財　

源　

内　

訳

□拡充

勤労会館は令和４年５月末で廃止となるが、それまでは、引き続き維持・管理
していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,658

そ の 他 特 財 528

令和4年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

勤労会館費

勤労会館管理運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労会館管理運営事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

％

円

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

259,603261,041262,308

成 果 指 標
分 析 結 果

令和３年度は稼働率、施設利用料収入が増加しており、令和２年度と比較すると利用者等は
増加傾向にある。

施設利用者数 人 42,41334,91465,303

施設の利用件数（延べ
件数）

件 2,8952,2272,727

活 動 指 標
分 析 結 果

令和３年度は令和２年度と比較すると各指数について増加した。

施設稼動率

目 標 値

33

目標年度

令和4年
度

32.423.729

施設利用料収入 450,000令和4年
度

2,858,2202,333,2903,023,785

労働団体の利用件数 21令和4年
度

4552139

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 技能功労者表彰事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間 昭和59年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 030  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市技能功労者表彰要綱

現 状 と 課 題

近年表彰者が減少している。後継者不足により技術・技能の継承が課題となっ
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

永年にわたり同一の職種に従事し、優れた技能をもって社会貢献した市民（技
能者として経験年数２０年以上を有し、かつ年齢が５０歳以上の者）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

表彰状及び記念品を授与し、功績をたたえる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

優れた技能をもって社会に貢献した人々の功績をたたえることで、技能水準の
向上と地域産業の発展を図る。

1870172

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 187

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの事業を継続することが妥当であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 187

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

技能功労者表彰事業

587



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 技能功労者表彰事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

優れた技能をもって社会に貢献した人々の功績をたたえることで、技能水準の向上と地域産
業の発展に貢献することができた。

業種団体数 団体 29037

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により表彰を中止
したが、令和３年度は感染症対策を講じたうえで実施し、２９団
体へ推薦を呼びかけることができた。

技能功労者表彰者数

目 標 値

10

目標年度

令和8年
度

707

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

588



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労者住宅資金融資対策事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市勤労者住宅資金融資あっせん措置要綱、加古川市勤労者住宅リフォー
ム資金融資あっせん措置要綱

現 状 と 課 題

近年は低金利のため変動金利が主流になっており、全期間固定金利である本市
の制度を利用する勤労者が大幅に減少している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市内の住宅を新築、購入、リフォームする労働者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

低利な融資を受けられるようにするため、近畿労働金庫に対して融資資金の一
部として毎年預託金を預託している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

勤労者の持ち家取得を促進し、勤労者のゆとりある生活の創出を支援する。

224,700243,200267,100

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

新規融資申込がなく、依然として利用件数は少ない。このため、令和４年度か
ら新規申し込みを中止する。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 224,700

そ の 他 特 財 224,700

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

勤労者住宅資金融資対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 勤労者住宅資金融資対策事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

件

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

本制度の利率（固定金利）が他の金融機関の利率（変動金利）に比べ高くなっているため、
近年は融資件数が大幅に減少している。

勤労者住宅資金融資残
高件数（無担保含む）

件 187193217

活 動 指 標
分 析 結 果

本制度の利率（固定金利）が他の金融機関の利率（変動金利）に
比べ高くなっているため、近年は融資件数が大幅に減少してお
り、令和３年度は新規申込みがなかった。

勤労者住宅資金融資件
数（新規）

目 標 値

0

目標年度

令和8年
度

023

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 労働行政運営事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０２安心して暮らせるまち

政 　 　 策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施 　 　 策 ０５就業機会の拡充と労働環境の充実

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 05 

項 01 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川労働者福祉協議会事業費補助金交付要綱

現 状 と 課 題

社会経済情勢が変化するなか、労働者団体と労働者福祉の充実を図る必要があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

労働者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

メーデー負担金、（一財）兵庫県雇用開発協会負担金、（一社）加古川労働者
福祉協議会補助金を交付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

関係機関・団体を援助することにより、地域内の勤労者の福祉の充実及び就業
の支援を図る。

3,8033,7603,934

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,803

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの事業手段を維持することが適当で
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,803

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和３年度（決算見込）

令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（決算見込）

一般会計

労働費

労働諸費

労働諸費

労働行政運営事業

591



加古川市事務事業評価シート〈令和３年度実施事業〉

事 務 事 業 名 労働行政運営事業
部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

件

人

対 象 指 標 名

労働者（加古川市統計
書）

86,37086,37086,370

成 果 指 標
分 析 結 果

労働者や事業主からの労働に関する相談について、労働相談員が相談内容に応じ助言等を
行った。また、新型コロナウイルス感染予防対策を取りながら、勤労者ゆとり創造セミナー
を開催するなど、コロナ禍の状況においても各団体で事業が実施され、その活動を支援する
ことにより労働者福祉の増進に寄与できた。

加古川労働者福祉協議
会会員数

人 9,5049,6419,893

兵庫県雇用開発協会賛
助会員数

社 699712732

メーデー参加者数 人 003,000

活 動 指 標
分 析 結 果

加古川労働者福祉協議会が行う労働者の福祉向上を目的とした事
業に対し補助金を支出しその活動を支援するとともに、兵庫県雇
用開発協会に負担金を支出した。一方、令和３年度の東播地区
メーデーについては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により
中止となった。

労働相談件数

目 標 値

18

目標年度

令和8年
度

161214

勤労者ゆとり創造セミ
ナー参加者数

500令和8年
度

2900421

令和３年度令和２年度令和元年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和３年度令和２年度令和元年度単 位

592


